




























































































































































































































of landによらないことはdue process of lawに
よらないことを意味するとされ、due process of 
lawは、権力の恣意を排斥し、人民に適正な手続
を保障するという近代的な意味を与えられること


































































































































































































　ヨーロッパ人権条約は、1950 年 11 月 4 日
ローマにおいて採択、ドイツ他 10 カ国が同
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ドイツにおいて、The principle of fair trialは、
Der Fair-trial Grundsatzとされ、fairという語
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Satzger, StV 2013, 243ff.
45）わが国の刑事司法における国際条約等、国際基
準に関する意識の低さは、これまでも問題視され




















































































































































due process of law 及び fair trial をいかにし
て日本法に継受するのかを再検討し、わが国
独自の「適正手続」及び「公正な裁判」の内
容を明らかにしていく必要がある。
49）テロ行為を代表とする、社会及びその構成員で
ある国民等に多大な危害を及ぼす虞のある犯罪行
為の捜査・訴追に際して、公正な裁判原則の例外
が認められるかについて議論がある。ドイツにお
いて、これを肯定する主張も見られるが、人間の
尊厳保障に根ざした主体的地位の尊重を阻む捜査
手法の許容性判断について、基本的にはこれを否
定するべきであろう。
